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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第63期
第１四半期
連結累計期間

第64期
第１四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 11,382 12,145 57,468

経常利益（△損失） (百万円) △382 276 3,406

四半期(当期)純利益（△損失） (百万円) △282 81 1,900

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △378 110 1,771

純資産額 (百万円) 56,486 58,723 58,644

総資産額 (百万円) 63,450 66,591 67,652

１株当たり四半期(当期)
純利益金額（△損失）

(円) △6.96 2.01 46.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 87.9 87.0 85.6

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２  売上高には、消費税等は含まれていません。

３  第63期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しています。

４  第63期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失を計上しており、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

５  第63期、第64期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業等のリスクに重要な変更及び新たに生じたリ

スクはありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われていません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断した

ものです。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災によ

るサプライチェーンの寸断や電力供給制限など、経済活動全般の持続的停滞を余儀なくされました。ま

た、原子力災害、原油高、海外経済の動向などさまざまな不安材料が存在し、総じて先行きの不透明な状

況で推移いたしました。

当業界におきましては、住宅建設や工作機械受注は持ち直し傾向であったものの、設備投資の一部に

弱い動きが見られ、本格的な回復には至りませんでした。

このような状況下にあって当社グループは、時代の変化や市場のニーズを的確に捉えた新製品を投

入するとともに、引き続きコスト構造の抜本的な改革を推し進め、全社をあげてのコスト削減活動、業

務効率化に注力するなど、企業体質の強化に努めた結果、売上高は12,145百万円と前年同四半期比

6.7％の増収、営業利益は288百万円（前年同四半期は443百万円の営業損失）、経常利益は276百万円

（同382百万円の経常損失）、四半期純利益は81百万円（同282百万円の四半期純損失）となりました。

なお、当社グループは「配電盤関連事業」の単一セグメントで事業活動を展開しており、セグメント

ごとの業績は記載を省略しているため、製品部門別の業績を示すと次のとおりです。

（イ）配電盤部門につきましては、市場環境は持ち直し傾向であったものの本格的な回復には至らず、売

上高は5,028百万円（前年同四半期比0.2％増）となりました。

（ロ）キャビネット部門につきましては、システムラックを中心に情報通信向け製品が伸長し、売上高は

5,004百万円（同11.0％増）となりました。

（ハ）遮断器・開閉器部門につきましては、積極的な販売活動を展開し、売上高は1,161百万円（同

16.6％増）となりました。

（ニ）パーツ・その他部門につきましては、熱関連機器の牽引などにより売上高は950百万円（同10.4％

増）となりました。

　
（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ1,061百万円減少し、66,591百万

円となりました。この要因は、納税資金の支払いや、設備投資が低水準であったため、有形固定資産が減

価償却等により393百万円減少したことなどによるものです。また、負債においても未払法人税等の減

少1,071百万円などにより、1,141百万円減少し、7,867百万円となりました。

純資産は、剰余金の配当445百万円による減少がある一方、四半期純利益81百万円の計上、当社の100%

子会社である日東テクノサービス株式会社、日東スタッフ株式会社を連結の範囲に含めたことにより

利益剰余金が388百万円増加したため、合計では79百万円増加し、58,723百万円となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　
（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は385百万円です。

　
（５）経営者の問題認識と今後の方針について

国内設備投資につきましては、東日本大震災により生産活動の停滞、個人消費の低迷や原材料価格の

高止まりが懸念され、先行き不透明な状況が続くものと予想されます。これらの状況をふまえ、喫緊の

問題意識としては、企業体質の強化にむけた経費削減・原価低減活動等のたゆみない努力に加え、情報

通信分野を中心とする伸長分野、成長著しい中国市場ならびに環境・省エネ・社会インフラ等の新規

事業分野へ積極的に関与していくことと考えています。

また、当社グループの持続的な成長を図るうえでは、将来を俯瞰した次の諸施策に引き続き取り組ん

でまいる所存です。

１  多様化するニーズに対応できる次世代技術の構築

２  製品需要の変動に柔軟に対応できる最適生産体制の構築

３  海外事業展開の拡大

４  良質なビジネスモデルの継承・発展

５  更なる顧客志向企業への変革

６  成長戦略に対応できる人材・組織の構築

７  事業と環境活動を融合させた環境経営の実行

８  製品開発から物流までコスト構造の改革
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,203,000

計 96,203,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,000,00044,000,000

東京証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株数は100株です。

計 44,000,00044,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年6月30日 ― 44,000 ― 6,578 ― 6,986

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしています。

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,471,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

40,478,500
404,785 ―

単元未満株式
普通株式

50,200
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 44,000,000― ―

総株主の議決権 ― 404,785 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ200株(議決権の数２個)および20株含まれています。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株が含まれています。

　

② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日東工業株式会社

愛知県愛知郡
長久手町蟹原2201番地

3,471,300 ― 3,471,300 7.89

計 ― 3,471,300 ― 3,471,300 7.89

　

　
　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しています。

　

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、栄監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,316 7,391

受取手形及び売掛金 16,561 13,086

有価証券 4,191 6,020

商品及び製品 2,459 2,465

仕掛品 1,557 1,661

原材料及び貯蔵品 1,714 1,774

繰延税金資産 817 835

その他 423 632

貸倒引当金 △91 △96

流動資産合計 33,952 33,771

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,079 8,896

機械装置及び運搬具（純額） 3,896 3,584

土地 9,273 9,278

建設仮勘定 364 406

その他（純額） 675 731

有形固定資産合計 23,290 22,897

無形固定資産

のれん 72 54

その他 59 61

無形固定資産合計 131 115

投資その他の資産

投資有価証券 5,034 4,681

不動産信託受益権 1,535 1,533

長期預金 700 700

前払年金費用 2,108 2,047

繰延税金資産 93 95

その他 818 760

貸倒引当金 △12 △12

投資その他の資産合計 10,278 9,806

固定資産合計 33,700 32,819

資産合計 67,652 66,591
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,676 2,402

短期借入金 150 100

未払法人税等 1,251 180

賞与引当金 1,279 649

役員賞与引当金 20 6

災害損失引当金 27 13

その他 2,488 3,418

流動負債合計 7,894 6,770

固定負債

長期未払金 65 63

資産除去債務 75 75

環境対策引当金 46 46

移転損失引当金 42 42

繰延税金負債 762 742

その他 122 126

固定負債合計 1,114 1,097

負債合計 9,008 7,867

純資産の部

株主資本

資本金 6,578 6,578

資本剰余金 6,986 6,986

利益剰余金 46,998 47,022

自己株式 △3,080 △3,080

株主資本合計 57,483 57,507

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 627 603

為替換算調整勘定 △191 △148

その他の包括利益累計額合計 436 454

新株予約権 77 103

少数株主持分 647 658

純資産合計 58,644 58,723

負債純資産合計 67,652 66,591
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 11,382 12,145

売上原価 8,824 8,912

売上総利益 2,558 3,232

販売費及び一般管理費 3,001 2,943

営業利益又は営業損失（△） △443 288

営業外収益

受取利息 25 28

受取配当金 58 30

不動産信託受益権収入 26 26

その他 70 25

営業外収益合計 180 110

営業外費用

支払利息 2 0

売上割引 60 67

為替差損 45 43

その他 11 10

営業外費用合計 119 123

経常利益又は経常損失（△） △382 276

特別利益

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 10 －

投資有価証券売却益 － 16

特別利益合計 10 16

特別損失

固定資産除売却損 2 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

環境対策引当金繰入額 42 －

特別損失合計 56 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△428 292

法人税、住民税及び事業税 △123 202

法人税等調整額 △14 △2

法人税等合計 △138 199

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△290 92

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 11

四半期純利益又は四半期純損失（△） △282 81
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△290 92

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △176 △24

為替換算調整勘定 88 42

その他の包括利益合計 △88 17

四半期包括利益 △378 110

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △370 99

少数株主に係る四半期包括利益 △7 11
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当社の子会社である日東テクノサービス株式会社は、今後注力していく自動車関連事業の一部を担う子会社

として、同じく日東スタッフ株式会社は当社での派遣、請負が拡大したことにより、当社グループにおける重要

性が高まったため、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めています。
 

(2) 変更後の連結子会社の数

６社
 

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しています。

　
【追加情報】

　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しています。
 

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

    1  受取手形裏書譲渡高
　

　 前連結会計年度 当第１四半期連結会計期間

　 平成23年３月31日 平成23年６月30日

受取手形裏書譲渡高 102百万円 110百万円

　
　
    ２  特定融資枠契約の締結

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。当

第１四半期連結会計期間末における特定融資枠契約に係る借入未実行残高等は次のとおりです。
　

　 前連結会計年度 当第１四半期連結会計期間

　 平成23年３月31日 平成23年６月30日

特定融資枠契約の総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― 　 ― 　
差引額 3,000　 3,000　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第

１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりです。
　

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

　 （自 平成22年４月１日 （自 平成23年４月１日

　   至 平成22年６月30日)  至 平成23年６月30日)

減価償却費 737百万円 607百万円

のれんの償却額 18　 18　

　
　
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 162 4 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

(単位：百万円)

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 6,578 6,986 44,623 △3,080 55,108

当第１四半期連結会計期間末までの
変動額

　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △162　 △162

四半期純損失 　 　 △282　 △282

合併による増加 　 　 706　 706

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

当第１四半期連結会計期間末までの
変動額合計

　 　 262 △0 261

当第１四半期連結会計期間末残高 6,578 6,986 44,885 △3,080 55,370

※    平成22年６月１日を期日として、当社の100％子会社である日東エンジニアリング株式会社を吸収合併しました。

この結果、当四半期連結会計期間末において利益剰余金が合併による増加により706百万円増加し、当四半期連結

会計期間末において利益剰余金は44,885百万円となっています。
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当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 445 11平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

(単位：百万円)

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 6,578 6,986 46,998 △3,080 57,483

当第１四半期連結会計期間末までの
変動額

　 　 　 　 　

  剰余金の配当 　 　 △445　 △445

  四半期純利益 　 　 81　 81

  連結範囲の変動 　 　 388　 388

当第１四半期連結会計期間末までの
変動額合計

　 　 23　 23

当第１四半期連結会計期間末残高 6,578 6,986 47,022 △3,080 57,507

※      当社の子会社である日東テクノサービス株式会社は、今後注力していく自動車関連事業の一部を担う子会社と

して、同じく日東スタッフ株式会社は当社での派遣、請負が拡大したことにより、当社グループにおける重要性が

高まったため、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めています。

  この結果、当第１四半期連結会計期間末において利益剰余金は、連結範囲の変動により388百万円増加し47,022

百万円となっています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)
　

当社グループは、配電盤関連事業の単一セグメントで事業活動を展開しているため、セグメント情報の

記載を省略しています。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりです。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）

△６円96銭 ２円01銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）
(百万円)

△282 81

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失
金額（△）(百万円)

△282 81

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,528 40,528

(注) １ 前第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり純損　
失を計上しており、また、潜在株式が存在しないため、記載していません。

２ 当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有
している潜在株式が存在しないため、記載していません。

　

(重要な後発事象)

　
当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年６月30日)

当社は、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を可能とするため、平成23年７月29日開催
の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己
株式取得に係る事項を決議いたしました。
　自己株式取得に関する取締役会の決議内容

(１) 取得対象株式の種類
当社普通株式

(２) 取得しうる株式の総数
100万株  （上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合  2.5%）

(３) 株式の取得価額の総額
12億円  (上限）

(４) 取得期間
平成23年８月１日(月)から
平成23年12月22日(木)まで

 

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日東工業株式会社(E01759)

四半期報告書

16/17



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月９日

日東工業株式会社

取締役会  御中

　

栄監査法人

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    澤    田          博    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    楯          泰    治    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    羽    田          勲    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東
工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成
23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月
30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東工業株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成23年7月29日の取締役会において、自己株式取得に係る
事項を決議した。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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